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は　じ　め　に
　律令制下の墾田法に関せぽ、三世一身法・墾田永年私財法が著名である反面、三世一身法以前の墾
田法に関しては、明らかにされていることが多いとは言い難い。それは養老田令荒廃条に規定される
墾田法が官人の空閑地開墾に関するもののみで、一般の土地開墾に関する規定が見えないことに起因
する。一方先行の大宝令は、三世一身法・墾田永年私財法の発布が大宝令下の時期のものでこの両者
に至る展開を考察するには大宝荒廃条を第一に踏まえねぽならないのにもかかわらず、今日伝わる所
となっていない。『令集解』に引用される古記にその断片を知るのみである。そこで、その古記の文
言より大宝令下の墾田法を推察する方法がとられる訳だが、大宝令文の復元が困難であり、復元案に
諸説あうと共に大宝令下の墾田法をめぐる見解も多様なものがある。研究史を顧みるに・大宝令文の
復元に主たる論点が置かれると共に三世一身法以前に私的な土地開墾の合法性を認めない説も今日多
くある所である1）。問題は大宝令文の復元やそこに於ける墾田法の存否に留まるものではなく、広く
律令制的土地制度の中に於ける墾田の位置とその意義である。
　さて、私は大宝令施行当初より合法的な私的土地開墾が存在したと考えている。そこで以下、大宝
令文に私的な土地開墾法を見いだし、その意義に関して卑見を開陳することとしたい。
1．百姓墾規定の典拠とその意義
養老令に於いて墾田策を規定するのは田令荒廃条
A（イ）凡公私田荒廃。三年以上。有隼借佃者L。経タ司∫判借之。錐岬越渉聴。私田三年還γ主。
畑六年還V官・限満之日・所．借之人・分未。賭訟田即町充．°毎私田不V合・（”）Pt官人
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　　於所部界内。有空閑地願佃者。任聴営種。替解之日還公2）。
　　　ニ　　　　　　　　　－　　　　　ニ　　　　　　　－　　ノ　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　V
の後段部（ロ）である。
　そこには官人の空閑地開墾に関する規定があり、この官人とは『令義解』及び集解諸説に国司とし
ての一致を見ている。すなわち、そこには国司以外の者の開墾規定がないのである。
　一方、同条古記には、
　B古記云。荒廃三年以上。謂堤防破壊不堪修理。｛乃：有能修理佃者判佃之也。主欲自佃先尽
　　　　　　　　　　　　　　　　　　t／　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　二
　　其主。謂他人先請願佃。経官司詑。後主聞他人佃。而未申自佃者。縦錐後申猶令
　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　ー　　　　　　　　匹〆　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　二
　　主佃。開元令云。令其借而不耕。経二年老。任有力者借之。即不自加功。転分与人
　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　レ　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　ニ　　　　　ア　　　　　　　　　ニ　　　　　ニ
　　者。其地即廻借見佃之人。若佃人錐経熟詑。三年之外。不能種耕。依式追収。改給也。
　　　　　　　　ニ，　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　ニ　　V　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　ゾ　　　ニ　　　　　－　　　　V
　　荒地。謂未熟荒野之地。先熟荒廃者非。唯荒廃之地。有能借佃者判借耳。
　C古記云。任聴営種。謂告同官知之也。
　D古記云。（／）替解日還官（ロ）収授。①謂百姓墾者待正身亡。即収授。②唯初墾六年内亡者。三
　　　　　　　　　　　レ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　－
　　班収授也。③公給熟田。尚須六年之後収授。況加私功。未得実哉。挙軽明重義。④其租
　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　v　　　v　　　　　　　　　　ゾ　　　　　v
　　者。初耕明年始輸也。⑤開元式第二巻云。其開荒地。経二年収熟。然後准例。⑥養老七年格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　ニ　　　　　　　　レノ　　　　　　　　V
　　云。其依旧溝墾者。給其一身也。新作堤防墾者。給伝三世也。国司不合3）。
　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　V
とあり、Dより養老七年格即ち三世一身法以前に、開墾主の初墾六年内死亡の三班収授を特例とする
L身間の墾田用益が百姓墾として存在したことが知れる。従って、私墾田の開墾及び経営形態には、
三世一身法以前に遡って、国司の任期中の用益＝国司墾の他に」国司以外の者の一身間の用益＝百姓
墾があったのである4）。
　では、この百姓墾は時期的にどこまで遡れるものなのであろうか。この件に就L〈ては、第一にそれ
をr続日本紀』和銅四年十二月丙午〔六日〕条
　E詔日。（4）親王已下及豪強之家。多占山野。妨百姓業6自今以来。’厳加禁断。（ロ）但有応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　ニ　　　　－　　　　　　　　　　
　　墾開空園地者。宜経国司。然後聴官処分5）。
　　　ニ　　　　　　　　　ー　　上　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　　ニ　　　　　　　ー
に求める宮本救・小林昌二両氏の説がある6）。すなわち、大宝荒廃条にぽ国司墾のみが明文されてい
たとし、この和銅四年詔を以て百姓墾の合法的成立とする理解である。しかし、これには疑問があ
る。r続日本紀』慶雲三年三月丁巳〔十四日〕条に　　”
　F詔日。……頃者。王公諸臣多占山沢。不事耕種。競懐貧禁。空妨地利。若有百姓採
　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　ー　　　V　　ニ　　　ー　　　　　ニ　　　ー　　　°　　ニ　　　ー　　　　　下　　　　　ti
　　柴草．者2傭。其器∫令。大辛苦一・加以被賜地・実止有．一二軌由v是晦峰跨v谷・浪為、
　　境殉自今以後・不v得ヌ織但氏瑚墓及百姓宅辺・栽鍬為v林・鯛二計許歩・不v在．
　　禁限7）。
とあるのを見れぽ、そこで禁断されているのは「不事一耕種」して「空妨一地利」することであり、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　＿
耕種を目的とする山野の占定はその対象となっていないと判断出来る。また実の所の賜地の占有・開
墾もしかりである。たとえぽ慶雲二年四月に刑部親王に越前国の野百町が下賜されているが8）、これ
などの開墾はいたって合法的なものなのである。つまり、百姓墾は和銅四年詔を遡る慶雲三年詔以前
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より認められているのであり、宮本・小林両氏の理解は失当と言わねぽならない。百姓墾の合法性の
根拠は慶雲年間以前即ち大宝令施行当初に既に存在していたと考えるぺきであろう。
　それでは、その場合に百姓墾の合法性は何に典拠するものなのであろうか。この点に就いては、今
日の研究史に
　　a大宝令文（田令荒廃条）………弥永貞三・吉村武彦・伊藤循・田中正明氏など。
　　b大宝令付属式……………・…・・…時野谷滋・河内祥輔・角林文雄氏など。
　　c令文準用の慣習不文……………虎尾俊哉・吉田孝・佐々木常人氏など。
の三説がある9）。　　　　　　　　　　・
　注目したいのは、吉田氏が、虎尾氏が提唱したc説を承けて、
　　「挙軽明重」というのは明例律の断罪無正条の用語で、ある罪に対して直接に適用できる律の条
　　文がないとき、その罪より軽い罪に対する刑罰の規定を、その重い方の罪に適用することをい
　　う。すなわち、「熟田を支給する口分田（「軽」）の田主権についでの規定は、当然、私功を加え
　　た墾田（「重」）に準用されるぺきである」というのが、古記の論理であった。したがって「初墾
　　六年内亡者、三班収授」という部分が大宝令の田令荒廃条の規定でないことは明白である10）。
と述べることである。これは断罪無正条の法論理を新たに用いて虎尾説を補強したものであるが、全
く正鵠を得たもので反論の余地はない。従って、古記D一②の「初墾六年内亡者。三班収授也。」の
百姓墾収公の特例規定に就いては、虎尾・吉田両氏のように、他条即ち大宝田令六年一班条（以身死
応収田条）11）の口分田収公の三班収授の特例規定の準用による慣習不文と理解すぺきであろう。
　しかし、吉田氏が残る古記D一①の「百姓墾者待正身亡。即収授。」という百姓墾収公の一般規
定までも大宝令に不文と解したごとは、納得出来ない。私見によれぽ、この百姓墾収公一般規定は大
宝令に明文となる。
　すなわち吉田氏は、第一に、大宝令で、養老令で未耕地を指す「空閑地」に該当する「荒地」に関
する規定は、荒廃条の前段部の荒廃田借田規定の中に、荒地開墾には荒廃田の借田規定を適用しない
という主旨でのみ存在したとする。そして第二には、大宝荒廃条は、官人（国司）の任期中用益だけ
を規定するものであり、百姓墾を示めす古記D一①の内容もD一②同様に六年一班条の一般的口分田
収公規定の準用による慣習不文とする。しかし、双方とも他の理解が可能と思われるのである。
　第一の点は、他に小林氏が積極的に論じている。問題となるのは、古記の「荒地。謂未熟荒野之
地⊥の注釈が、大宝令に百姓墾規定が明文されていたと推定出来る荒廃条の後段部ではなく、前段部
の荒廃田規定の所に倖置することである。このことから大宝荒廃条に百姓墾規定がなかったとする見
解は多く＼その場合に、荒地を含む令文は「荒地不合」もしくは「荒地不合判借」と復元される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　ニ　　　　　－
　しかし、たとえこの文言が荒廃条に存在したとしても、これは荒廃田の借田規定を適用しないこと
を示すのみで、即座に百姓墾規定の不文や、荒地開墾の不在を肯定しうるものではない。これは逆説
的理論であり、また『令集解』に於ける古記の位置に関せば、大宝令の本文の構造に必らずしも拘束
されないとする松原弘宣氏の研究があり12）、たとえ古記の荒地注釈が養老荒廃条の前段部にあろうと
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も、荒地の文言が大宝荒廃条に於いて前段に位置したとは断定出来ないのである。この荒廃条の場合
は、大宝荒廃条の前段部に「荒地不合」もしくは「荒地不合判借」の文言があり、後段部に百姓
　　　　　　　　　　　　　　　　1！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v　　　ニ　　　　ー
墾規定があったとも考えることが可能であろうが、その場合には、大宝荒廃条は前段の荒廃田再開墾
規定の所に荒廃田と名称が類似する荒地にはその規定が不適用なことを唱う文言があり、尚且後段に
国司墾規定に続けて百姓墾規定が明文されていたと考えられよう。
　第二の点は、吉田氏独自の前提がある。すなわち、氏は先ず、
　　日本の田令では、中国の田令におけるロ分田と永業田に二重構造を採用せず、墾田と関連の深い
　　永業田の規定を切り棄て、口分田の規定だけとした13）。
と捉える。そして、この前提に沿い三世一身法から墾田永年私財法という墾田策の展開を体系的に論
じるのだが、その中では三世一身法以前の墾田は、
　　日本の班田制は、百姓の小規模な開墾田をそのまま已受田のなかに含みこめるような仕組みにな
　　っていなかったので、そのような小規模な開墾田は年とともに増加し、相当広範に存在していた
　　と想定される。これらの墾田は、法的には田主権が公認されないまま放置されていた可能性が強
　　いが、その対策として養老七（七二三）年に出されたのが三世一身法であった。三世一身法は水
　　田の開墾を奨励するために、国郡司による恣意的な収公から開墾者の権利を保護するという勧農
　　政策であったが、同時に三世・一身後に墾田を収公することを制度化したものでもあった14）。
と理解される。三世一身法及びそれ以後に関する氏の所見に就いては、他稿で触れる準備があるの
で15）、それは兎も角として、第二の点はこうした論理の中で導かれているものなのである。
　しかし、吉田氏の説のように、三世一身法以前に墾田の田主権が公認されていないとするならば、
氏自身も不文としては認める所の古記D一②の三班収授の特例はたとえ概念としても派生しないので
はなかろうか。この場合、古記作者が三世一身法で墾田の田主権が公認されたことを踏まえて論じた
との反論もあろうが、それでは同時に百姓墾の開墾者死亡後収公を唱い、続けて三世一身法に言及す
るという古記の構文が不明瞭となろう。やはり、古記D一①②③は三世一身法以前のこと即ち大宝令
文のことを同法を踏まえず立法の精神に立ち返って語っているのであり、その場合に田主権が公認さ
れない百姓墾に墾田主早世の際の特例が存在するのは、たとえそれが六年一班条の準用による不文規
定であろうとも、不自然と言わねぽならない。つまりは、吉田氏の理解と逆に、墾田の田主権は三世
一身法以前に法的に確立していたと考えるぺきなのである。そして、氏が古記D一③の明例律断罪無
正条の法論理からD一①②共に大宝令文に相当規定がなく六年一班条の準用であると説かれた点は、
③は「軽」である口分田でさえ六年後収授なのである（六年一班条）から、「挙軽明重義」の法理に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v　　　　vより「重」である墾田は②であるという論理に留まるものであり、③が問題にしているのは②のみと
考えるべきであろう。結局は③から①の内容を令文に不文と説くことは出来ず、むしろ逆に明文と導
びくのが妥当であると言える。
　この様な理解をさらに確かなものとするのは、三世一身法以前より百姓墾の許可に公験が発給され
ていることである。先出の和銅四年詔は、r類聚三代格』所収大同元年八月廿五日太政官符の四ヶ条
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の第二に、
　G一原野事
　　　　　（同年閏六月八目官符）
　　右件依同前符公私可共。案和銅四年十二月六日詔旨伽。親王已下及豪強之家。多占山野
　　　　　ニ　　　　　　　ー　　　　　　レ　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー
　　妨百姓業。自今已後。厳加禁制。但有応墾開空閑地者。宜経国司然後聴官処分者。
　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　T　　ニ　　　　　－　　　　　　　k　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　k
　　然則除民要地之外。不要原野空地者須聴官処分。偏不可拘元用之土16）。
　　　　　ニ　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　ニ　　　　　　　　－　　　　　　　　レノ　　レノ　　　ニ　　　　　　　　　　－
と引かれている。この両者を比較すれぽ、和銅四年詔の④は有勢者の民要地占拠を禁じたものである
ことがわかる17）。この（／）の姿勢はさらに先出のF慶雲三年詔にも見られるものであり・、それは雑令国
内条の「山川藪沢之利。公私共之。」を承けた大宝令施行当初からの方針の徹底なのである。また、
　　　　　　　　　　　　　　レ←）もこの和銅四年詔で初めて行なわれたものではない。既に伊藤氏の指摘があるごとく、（ロ）は従前か
らの施策の確認なのである。すなわち、和銅四年詔の構造は、（i）が民要地占拠の禁制を徹底するのに
対して、民要地でない不要原野空地＝＝空閑地く＝荒地。この点は第二節で述べる。）の開墾は従来の
ままであると、（ロ）で但し書きするものなのである。そして、この⑭の内容は、近時山本行彦氏も言う，
ように18）、公的開墾ではない私的な未耕地開墾即ち百姓墾が届出を受けた上で国司が許可する型、っ
まりは公験を発給する型で行なわれたことを示している。さて、養老荒廃条の後段部に見る国司墾の
規定は、古記CDより大宝荒廃条にも同主旨の令文があったと知れるが、これは虎尾氏が説くごと
く、国司がその立場を利用して任地ごとに墾田経営を拡大していくことを規制したものである。こ
の規定に関して跡記は、「郡司百姓井土人任’国司而請・公験開墾者。永為私財耳6」と注釈して
いる。跡記は墾田永年私財法を承けて「永為私財耳。」どしているので多り、この部分は大宝令に
その意を求められはしないが、郡司・百姓など土人の百姓墾が公験制によるものであったことは大宝
令でも同様であったと考えられよう。古記Cが大宝令文「任聴営種」を「謂告同官知之也。」と
注釈するのは国司墾と言えども同僚国司発給の公験が必要であったこ’とを示唆している。国司以外の
百姓墾に公験が必要なのは尚更である。すなわち、未耕地開墾の公験発給制は和銅四年詔を遡る大宝
令施行当初よりの施策であり、それは国司墾・百姓墾を問わずのものであったのである。この場合に
公験が発給されるには、その申請者即ち開墾主＝墾田主が特定されねぽならない。よって、墾田の田
主権は大宝令施行当初既に法的に確立していたと言わねぽならない。それはまさに墾田主死亡に伴な
う墾田収公に有効に機能すぺきものであったのであり、その墾1ヨ収公規定即ち古記D一①の内容は大
宝荒廃条に確固として明文されていたと考えられるのである（a説）。
　以上、吉田氏の大宝令下の墾田に関する理解には疑問があることがわかつた。すなわちぐ日本の班
田制には、開墾田を口分田など已受田とは別に墾田として独立させ、それを開墾主死亡後に収公する
構造を持っていたのである。養老考課令国郡司条に国司・郡司の職掌の一つとして、
　H其勧課田農。能使豊殖者。亦准見地。為十分論加二分。各進考一等。毎加二分
　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　＝　　　　　－　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　V　　　ニ　　　　　　
　　進一等。＜謂6熟田之外。別能墾発者＞19）。
とある。これは、』霊亀元年施行の士断法でも田疇の荒廃は国司・郡司の責務とされていることからし
て20）、大宝令も同様であったと考えられる。この際、この墾田は公墾田であるとする意見もあるが、
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後代の大同四年九月二十七日大政官符がこの件に関し明確に「王臣開墾。亦須為功同入分法。」21）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　　7　　　　　　　ニ　　　　　　ー
と言うことからして私墾田をも拒むものではないと判断される。すなわち、角林氏が言うように百姓
墾は最終的には国家に収公される前提のもとに国司・郡司を介して政府に奨励されていたのであっ
た。r日本書紀』大化二年八月癸酉（十四日）条に
　1以収数田。均給於民。……国々可築堤地。可穿溝所。可墾田間。均給使造22）。
　　　ニ　　　　　　　－　　　，　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　レノ　　レ　　　　　　　　　　V　　　V　　　　　　　　　　レ　　　V　　　　　　　　　　　　　　レ
とあり、これは、収公田を口分田として班給すること、開墾を促すことを命じたものである。百姓墾
の奨励とその収公とは大化期以来の施策なのであり、大宝田令荒廃条の後段とはまさにこの施策の令
文化に他ならないと言える。
　r続日本紀』天平二年三月辛卯〔七日〕条に
　J大宰府言。大隅薩摩両国百姓。建国以来。未曾班田。其所有田悉是墾田。相承為佃。不
　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　二　　　　　V　　　　　　　　　〆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レノ　　　　　　　7
　　願改動。若従班授。恐多喧訴。於是随旧不動。・各令自佃焉23）。
　　　ニ　　　　　　ー　　　　　　　　：ニ　　　　　ー　　　　　　　　ニ　　　　　　ー　　　　　v　　　　　　レノ　　　　　レ〆　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　ー
とあり、『類聚国史』田地上口分田の延暦十九年十二月辛卯〔七日〕条に
　K収大隅薩摩両国百姓墾田。便授口分24）。
とある。Jは前年の口分田全収再班を受けてでのものであるが25）、この両者より、大隅薩摩両国では
延暦十九年まで班田制が敷かれていなかったことがわかる。その理由は「墾田」が収公出来なかった
からに他ならない。この場合の「墾田」とは律令制以前の土地所有形態のそれである。班田収授法と
は、まさに「墾田」の私的所有を否定し、国家の把握の基に口分田その他として再配給する制度であ
る。既に河内氏の指摘にあるごとく、この「墾田」が収公出来なけれぽ口分田として班給する公乗田
が確保出来ないのであり、班田収授を実施する為には「墾田」を収公することが不可欠な条件なので
あった。律令制の施行に伴ない、「墾田」から公乗田への転換が強制的に計かられ、その後の新規開
墾田に対しても新たな公乗田確保（再生産）の手段として開墾主死亡に伴なう収公政策が採られたの
だが一この点は口分田などの田主死亡後収公も同義である一、辺境ではそれがスムーズに行なわれ
ず、律令制以前の「墾田」形態のまま田租が課ぜられたのである26）。すなわち、「墾田」や墾田は、
律令制的土地制度の中で班田制の中核たる口分田を生む公乗田の再生産基盤であったのであり、律令
政府は、前者の一括収公を急ぐと共に、後者を奨励しその開墾主死亡を待ち漸次収公していったので
あった。
　以上の様にして、日本でも未耕地と既耕地との連関は極めて有機的なものであった。収公された墾
田は、一旦は公乗田として確保され、その後に口分田・職田・位田等々に分配される。他方、公的な
開墾もあり、これは後に所謂百万町開墾計画によって強化されている27）。さらには荒廃田の再開墾が
ある。養老荒廃条の前段にある荒廃田の再開墾は大宝同条でも、多少の文言の相違はあるも同内容の
もので、荒廃三年を経た公私田は、公田（無主田・欠主田）は再開墾後六年で宮（公）に、私田（有
主田）は同じく三年後に旧主に返還されるものであった。この場合でも私田たる私墾田は、開墾主が
死亡すれぽ収公されることに変りはない。まだ再開墾希望者がいなけれぽ、開墾主の権利は失われ常
荒田として政府の把握下に入ったと考えられるが、むしろ私墾田ではこのケースが多かったのではな
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かろうか。さらに、注意を要するのは、口分田である。口分田は有主田即ち私田であり、再開墾後三
年で旧主に返還されるぺきものであるが、この場合に旧主は既に新口分田の再班給を受けていたと考
えられる。すなわち、田令集解為水浸食条古記が引く八十一例は「川崩埋田。不待班年以乗田
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レノ　　　　　　V　　　ニ　　　　　－　　ニ　　　　　－
加給。」とし、一方古記には「若有欠者。至班田之年以公田加給之。」とある。虎尾氏が指摘す
　　　　　　　　　　　　　　　レ〆　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　ー　　　ニ　　　　　ー
る様に、三年の荒廃と三年の借田を通計すれぽ、最低一回の班年をその間に挾むので、・再開墾三年後
に還主する際だ旧主は既に該当荒廃口分田の田主権を喪失している筈である。よって、ロ分田にはこ
の荒廃田再開墾規定が実際に機能した可能性は低く、機能したとしても、その場合の返還先は旧主で
はなく官（公）になっ．たのだと考えられよう。つまりは、荒廃田口分田も私墾田の場合同様、再開墾
されようがされまいが、最終的には公乗田化されるのである。従って、’ 蝠?ﾟ施行当初の班田制と
は、下図の様な形態で運営されていたと考えられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　2．大宝田令荒廃条の復元
　班田収授法は、私地の収公による公地制の創始を以て成立した。収公された田地は一定の額が口分
田・職田・位田・功田・賜田などの新たな地目名称を冠された上で再配分即ち班給され、一：一一定年限の
制限内でその用益が認められた。大宝令下の百姓墾は公的な開墾と共にその班田制を支えるものとし
て、政府に奨励されるものであり、在地の国司・郡司はその勧課をすることが義務付けられてさえい
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た。私墾田はその開墾主の死亡に伴ない収公されることで、公乗田化され、口分田その他に転換され
たのであり、それはまさに口分田再生産の大きな基盤であったのである。
　このことは、大化期以来の基本政策であり、班田収授法の貫徹の為に不可欠な要素である。その法
規の出典をめぐっては諸説の提示をみるのは前節でみたことであるが、私見は既述のごとく大宝田令
荒廃条に百姓墾規定としてその明文法があったと考える。その令文は復元は困難であり、諸案ある所
であるが、その中で私見同様に同条に百姓墾規定の明文を認めるものとして吉村氏の案がある。
すなわち、
　　其官人於所部界内　有荒地願佃者　任聴営種　替解之日還官　部内百姓営種者　依口分削収授
である。これは、昭和四十六年七月に歴史学研究会古代史部会の席で行なわれた同氏の口頭報告の要
旨が同年十一月発行の同会月報に第三者（石上氏）・の文責で載せられたものであり29）、残念なことに
その詳細は不明である。その後吉村氏は「『其官人於所部界内　有荒地願佃者　任聴営種　替解之日
還官　部内百姓営種者　依口分例収授』であるとする八木康行氏の見解を基本的に支持する」と述べ
ているので30）、あるいは八木・吉村案ともすぺきかもしれない。また末尾から三文字目の「削」は
「例」の誤植と諒解し得よう。
　さて、私見もこの復元案を基本的に支持したい。前節で触れたごとく、古記D一②は田令六年一班
条の準用であるが、古記D一①の内容は他条の準用ではなく令文に依るものなのである。吉田氏によ
れぽ31）、報告の際に吉村氏は、古記Dの（／）「替解日還官」と（ロ）「収授」の間に脱文があるのではと提
案したそうだが、この（i）と（ロ）の接続の不自然さは虎尾・田中両氏も指摘しており、これも支持されよ
う。すなわち、（ロ）に続く①の冒頭「謂百姓墾者」の五文字は国史大系本等が依拠する金沢文庫本に無
く、故萩野由之氏所蔵塙保己一本校写本・石川介氏校印本にある五文字でもあり32）、この（d）・（ロ）・①
の部分には伝写間の混乱が想定される。この場合に（ロ）の「収授」は養老令には無く、同令では削除さ
れるに至った百姓墾規定の中の文言であったと考えるのが妥当であろう。一方の（／）「替解日還官」
は養老令に「替解之日還公」とあるもので、『その内容は国司墾を指している。従って（i）と（ロ）は元来
直結するものではないのである。恐らく古記原本には、
　　替解日還官。鷹一一一爾一一「。1　　㈲　　収授。①謂百姓墾者待正身亡。即収授。
　　　　　　v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　－
とあり、㈲に国司墾に関する注釈、0うに①の「謂百姓墾者待正身亡。即収授」が注釈する所の令文
があったのであろう。吉村案は支持されるべきものと言えよう。
　ただ懸念されるのは、その未耕地の名称である。古記Bの「荒地」を開元令の文言とし、大宝令の
未耕地は荒地ではなく、養老令同様に空閑地であったとする理解は成立し難いが、弥永氏が大宝令文
に百姓墾規定を認め、その対象地目を荒地としつつも、養老令の地目の空閑地をも国司墾対象地とし
て復元したことには留意したい。氏はこの場合に、荒地とは「国司も国司以外の農民も、開墾するこ
とのできる土地」で．「新たに灌概設備を施すことによって、はじめて水田化しうるような未開の荒蕪
地」であり、雑令の云う「山川藪沢ときわめて近い関係にあった」土地で、一方空閑地とは「国司に
よつて営種される土地」で「新たに治水・用排水設備を建設する必要のない、したがって開田化する
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ことの比較的容易な土地」であり、「三世一身法のいわゆる旧溝による開墾の対象となる土地」と説
明する。また、これを承けた福岡猛志氏は荒地と空閑地の差異について、「自然的な実態を示すもの
ではなく、法制的なものと理解されるべき」であり、「主として権力側の恣意にもとついて、場合場
合によって定められたのではあるまいか」と述べている33）。他方、小林氏も大宝令文に荒地と空閑地
の二地目を認めるが、その差異に関しては治水用排水設備の有無におく弥永説をその基準が不安定だ
と否定し、荒地の開墾権を何人にも無かったとしている。さらに近時、森田悌氏は空閑地に関しては
弥永説を踏襲し、荒地に関しては小林氏同様にその開墾権を否定して古記Dの内容を机上の論と却け
ている。これらの見解の内で、小林・森田両氏の説ぼ大宝令文に百姓墾規定をも認めないものであり
一また森田説では三世一身法を知っている古記作者がなぜ同法以前の法を空案しなけれぽならない
のか理由が不明であり一肯首出来ないが、弥永氏以来の大宝令文未耕地二地目説は魅力的なもので
ある。
　私も以前に、弥永・福岡両氏の説を承けて、大宝荒廃条には国司墾対象地としての空閑地、百姓墾
対象地としての荒地の存在があり、公水利用が可能な空閑地は公的な開墾と国司の私的な国司墾にの
み供され、百姓墾には私水利用が不可欠な荒地のみが充てられ、空閑地が百姓墾に開放されるのはE
和銅四年詔を以てであると発表し九ことがある34）。しかしその後、一伊藤氏や岩口和正氏・大町健氏が
説ぐように35）、当時の水利に公私の別を求めるのは失当であると考えるようになった。この場合で
も、荒地・空閑地に他の差異を求めた上で、大宝荒廃条にその二地目を復元することは可能なことか
もしれない。しかし、今日の二地目説を見るに小林・森田両氏とも荒地と空閑地の差異を明確にして
はいない。国司の空閑地開墾権を肯定し、令文には荒地に荒廃田の借田規定を適用しない旨の文言が
あったとし、その荒地開墾権を否定するのみである。私自身にも代案は無く、今は二地目の差異が明
確に出来ない以上、両者は未耕地の名称として実質同一のものと考えざるを得ない。
　実の所、令文その他に見る未耕地の名称は様々で、それを各々を定義することが困難なのである。
すなわち、養老令文に空閑地の語は、荒廃条の他に、軍防令在防条に水陸田の営種対象地として空閑
地、獄令囚死条に囚人の埋葬地として閑地があるも共に集解を欠くので詳しいことは不明であり、た
だ九條家本『令訓釈抜書』が荒廃条の空閑地を「白地」と解釈することが知れるのみである36）。他の
史料に目を転じても、先出の和銅四年詔の空閑地も原文ではくE『続日本紀』では「空地」、G『類
聚三代格』では「空閑地」となっており、L『続日本紀』に脱落がないのならぽ一両者は同一と考
えられるd結局空閑地は、G大同元年官符が言う様に民要地ではないごとと、空地・．閑地・原野・荒
野ど同義らしいごとしがわからないのである。’この範疇に於いて．；空閑地はまさに荒地なのであり、』
そこに地目として特定の意味を求めることは出来ない。要するに空閑地とは、利用に供されていない
“あき地・ひま地’1の意味に過ないのであり、耕地に対せば未耕地と言えようが、“あき地・ひま地”
である以上そこに死者を埋葬しても一向に差し支えない土地なのであった。この点付言せねぽならな
いのは、西別府元旦氏が、空閑地を「現実に用益されていない土地」、荒地を未耕地、として空閑地
は未耕地（＝荒地）ではないとすること、さらには養老荒廃条の空閑地を再開墾希望者のいない公私
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荒廃田とし、荒廃条全体を荒廃田再開墾の規定であり未耕地開墾に無関係なものと捉えることであ
る37）。この見解を考えるに、先ず第一点は明らかに盾矛と言える。上述のことく、「現実に用益されて
いない土地」＝“あき地・ひま地”は耕地に対しては未耕地の意に他ならないからである。次に第二点
だが、これも荒廃条集解穴記の問答「問。荒廃田。聴国司借作哉。答。不可聴也。非空閑地’之
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　レノ　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　－
故。」から知れる様に荒廃田と空閑地とは異質なものであるので失当である。恒常的な荒廃田は常荒
田として政府に把握されるのであり、空閑地とはあくまでも相違するものと理解されねぽならないも
のである。
　以上、荒地と空閑地は大宝・養老両荒廃条に於いて未耕地を指す語として同義であったと考えざる
を得ないことがわかった。従って、大宝荒廃条の復元に際しては、大方吉村案に従っても無難なこと
となる。．さて、同案の大宝荒廃条前段部は不詳だが、後段部を参考として同条全体の復元私案を提示
するならぽ、次の様になる。
　　凡公私田荒廃。三年以上。有能借佃者。経官司。判借之。〔荒地不合判借。〕難隔越亦
　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レノ　　　ニ　　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　　－
　　聴。主欲一自佃先尽一其主。私田三年還主。公田六年還官。限満之日。所借之人口分未足
　　　　　　－　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レノ　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　v
　　者・公田即職充．・分∫私田不．合・其官人於珊界内∫有。荒地」剛賭・任聴．営臨替
　　解日還官。百姓営種者。依口分例収授。（・……古記よう複元）
　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　＿
　残る問題は、この大宝令文が如何なる理由により養老令文Aへと変更されたのかということであ
る。それは次のごとき事情であろう。先ず、古記Bがわざわざ「謂未熟荒野之地。先熟荒廃者非。」
と注釈する程荒地と荒廃田は混同されやすかったので、その混同を避ける為に荒地が空閑地と名称変
更された一「荒地不合判借　　　V　　　ニ　　　　　ー」があったならぽ、それに伴ない削除されることになる一。次に
「主欲二自佃＿先尽二其主＿。」は既に虎尾氏の指摘にあるごとく、実質無機能な文言であったので削除
される。さらに「替解日驚官」から「替解之日舞公」への変更は・開墾用益者が官人であったので
大宝令文のままでは官（官人）が官（国家）に返還するという一見おかしなことになるのを修正し、
「之」を補ったと考えられる。そして問題の百姓墾規定については、制定当初の養老令（制定は養老
二年を下だるものであろう）には大宝令同様に明文されていたが、その後の三世一身法・墾田永年私
財法の発布により空文化したので、天平宝字元年の養老令施行時に同規定を削除したものであったと
する伊藤氏の指摘が妥当であると考える。
　猶この場合、あるいは三世一身法なり墾田永年私財法が発布された時点での削除かもしれないが、
いずれにしても留意が必要なのは、養老七年め三世一身法以前には大宝荒廃条の百姓墾規定が養老同
条に於いで削除される必然性が無いことである。’泉谷康夫氏による養老令の加筆修正説38）は野村忠夫
氏に批判されるものではあるが39）、両氏の論点は養老令が施行時点で唐令改定（開元廿五年令）の影
響を受けたか否かの議論であり、我国内部の変化による加筆修正があった可能性に考慮が払われては
いない。養老年間の養老令制定と天平宝字元年のその施行との間に律令制下の社会・経済は大いに変
動しているのであり、施行時に於いて空文化している養老令文も少なくないのは周知のごとくであ
る。国内的要因による加筆修正も充分考えられることではなかろうか。とりわけ土地制度は変動の大
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なるものであった。詳細は別稿を期したいが、養老令に於いては、制定と施行の間の三世一身法や墾
田永年私財法、寺院墾田許可令40）、およびそれらに合法性を得た土地の相続・寄進・売買の盛行など
の影響下、制定時の養老令文に加筆修正して施行されたと推察出来る条文が少なからずある。大宝荒
廃条に百姓墾規定を認めない論拠の一つに、墾田政策全体としては墾田の奨励が進展するのに対し
て、逆に令文が墾田策を明文から不文に後退させるのは不合理であると指摘されることがあるが、こ
の件もかくのごとく制定当初の養老荒廃条には大宝令同様に百姓墾規定が明文されており、それが後
になってから削除されたと理解することで疑問は氷解しよう。
　さて、当時の百姓墾に関して知り得ることが、いま一つある。それは、古記D一④⑤が語るその墾
田の田租の取扱いである。すなわち、④に田租は「初耕明年始輸也。」とあり、その理由として⑤に
開元式「其開荒地。経二年収熟。然後准例。」が引かれている6問題は、この「初耕」と古記
　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　ニ　　　　　－　　レ　　　　　　　　　　　レノ
D一②「初墾六年内亡者。三班収授也。」の「初墾」との関係であろう。大宝田令六年一班条に規定
される口分田の三班収授の定義には諸説ある所であるが、今日では田中卓氏の案41）
　　凡以．身死瓦収V田者・初班従茎班収授∫’後鞭。至．班年』日収授・
が大方の支持を得ている。この場合に、冒頭に「田六年一班」を補なったり、「初班」の次に「不収」
の語を挿入することも可能だが、大意は同じことである。キの田中氏は墾田の三班収授に関して、喜
田新六氏42）の案を次のごとく図案化して支持している。
　（甲）初墾六年内の死亡
團璽ヒ，甕亡…一班年 一一一．一一＿一一一一一一一一一一一一 @班年　（収公）
一6年
（乙）初墾六年内以後の死亡
　しかし、この図案にはいささか疑問があるきそれは、田中氏自身も疑問を提する所でもあるが、初
墾六年内以後の死亡のケースで、その墾田収公を次の班年を待たない時期に位置させたことである。
確かに古記D一①には「待正身亡。即収授。」とある。だが、この「即」は即座の意味ではなかろ
う設蔽も渥田盛亡魂認繭時fit、おS6ので庶く班年跣き立っ論ゐ際である・従
って、（乙）も（甲）同様一即ち口分由のそれと同様一に次班年を待って収公とすぺぎであろう。
　さてその王で問題‘Lしたいの・は、「初墾六年内亡」をロ分田初班死と同様に初班年と二班年の間に
置くと、初墾六年内に開墾開始から熟田化までめ未熟由期間h：その中に含まれることともなり熟田用
益期間が最短十二年以下となるが、これは口分田の最短十二年と比するならぽ、古記D一③が説く
「挙軽明重義」に反することとなることである。この点は次のごとく解決しよう。すなわち、先ず
　　ゾ　　　　　v
は「初墾六年内」を未耕地を開墾して熟田化が成った後初めての班年と次の班年との間の六年間と捉
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える。’次に「初耕」を「初墾六年内」の以前に想定する。これを図案化すれぽ、以下になる。
　（甲）初墾六年内の死亡
　熟田完成　　　初耕一→明年輸租
文諄…一班年（収公）
（乙）初墾六年内以後の死亡
班年　（初墾） 死亡一一一一一一班年
初墾六年
熟田完成　　　初耕一一→明年輸租
＼轟じ…班年（収公）
班年　く初墾）
初墾六年
班年
　この場合、明年と班年（初墾）が一致することもあろうが、その際にしても熟田用益期田は口分田
の最短十二年を上廻り、古記D一③の「挙軽明重義」に反することはない。猶、開墾開始から熟田
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　ノ
完成までの間には、申請後三年不耕は権利喪失の原則が適用されたのであろう。この所謂三年不耕の
原則は史料的には後の墾田永年私財法に初めて見られるものであるが、次稿で述べるごとく、三年以
上の荒廃田の用益権が他者に移つるとする荒廃条前段の規定の準用として、同法以前より存在したも
のと考えられる。以上、墾田の田租は「初墾六年」以前の「初耕明年」より輸されるものであったこ
とがわかった。
お　わ　り　に
　以上本稿は、三世一身法以前の私的土地開墾を大宝田令荒廃条に明文される百姓墾規定に求め、そ
の内容及び、それが班田収授法の中で公乗田確保・再生産の基盤として位置付6られていたことに関
して論を展開してきた。稿を閉じるに際して、付言しておきたいことは、論中で、私自身が教示・示
唆されたことが多いにもかかわらず、先学に多くの批判を行なったことである。特に吉田氏の所見に
関してはそれを引用してまで、反論を唱えた。これは次稿に於いても同様なこととなろうが、それは
今日、律令制下の土地捌度を研究するに際しては、同氏の『律令国家と古代の社会』に見る体系的に
構築された見解を深化もしくは克服するζとが、私に限らず学界共通の課題になっているからに他な
らない。同見解には本来律令が禁じるものであった土地売買の派隼に関する考察が捨象されていて、t
この問題を扱い同じく研究史・・rつの到達点砺す菊糠晦のr躰古肚地所有の研究』、と琳
的に胴様なテー？を持ちつつも・双方論点が晦合わ頓の朔状とな・て・・Zi’…れは輔もそ
の例外ではない。この両者を包括し、さらにはそこに声村氏に代表される「公地」論を連結させるg．
とこそが、今後の律令制的土地制度研究の最大の課題なのである。私自身もその方向に努めたいが、．
一先ず本稿では以上にて筆を欄き、諸家の御教示、．御叱正を願．う次第である。
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